
令和５年度がん診療連携拠点病院機能強化事業実施要綱 

 

１ 目 的 

本事業は、「がん診療連携拠点病院等の整備について」（令和４年８月１日健発０８

０１第１６号健康局長通知）の別添「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」に基

づき厚生労働大臣が指定したがん診療連携拠点病院の機能強化を図り、もって本県のが

ん医療提供体制の強化を図るものである。 

 

２ 事業の実施主体 

県内のがん診療連携拠点病院（ただし、独立行政法人が設置主体である病院を除く。） 

 

３  事業の内容 

平成１８年９月７日健発第０９０７００１号厚生労働省健康局長通知「がん診療連携

拠点病院機能強化事業の実施について」（令和５年３月２０日一部改正）に基づき、次

のとおりとする。 

 

(1) がん医療従事者研修事業 

がん診療の質の向上やがん診療連携協力体制の構築等により、がん患者とその家族

が抱える様々な苦痛、悩み及び負担に応えるため、がんの薬物療法、放射線治療等の

専門的な医療の提供、多職種によるチーム医療の推進、がん患者・経験者の就労を含

む社会的な課題に対する支援等が必要であることから、がん診療連携拠点病院におい

て、がん医療に携わる医療従事者を対象とした効果的かつ効率的な研修を行う。 

 

ア 都道府県がん診療連携拠点病院 

(ｱ) がん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師・薬剤師・看護師等を対

象とした研修の開催 

(ｲ) 拠点病院等の相談支援に携わる者に対する継続的かつ系統的な研修の開催 

(ｳ) 「がん等の診療に携わる医師等に対する緩和ケア研修会の開催指針」（平成２

９年１２ 月１日付け健発１２０１第２号厚生労働省健康局長通知の別添）に準

拠し、地域のがん診療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修の開催 

(ｴ) (ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)のほか、地域のがん医療の質の向上のため実施する、地域の診

療従事者を対象とした研修やカンファレンスの開催 

 

イ 地域がん診療連携拠点病院 

(ｱ) 「がん等の診療に携わる医師等に対する緩和ケア研修会の開催指針」（平成 29 

年 12 月１日付け健発 1201 第２号厚生労働省健康局長通知の別添）に準拠し、

地域のがん診療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修の開催 

(ｲ) (ｱ)のほか、地域のがん医療の質の向上のため実施する、地域の診療従事者を対



象とした研修やカンファレンスの開催 

 

(2) がん診療連携拠点病院ネットワーク事業 

がん診療連携拠点病院間の密接な連携を図るとともに、地域におけるがん医療情報

の収集、診療支援医師の派遣、研修計画の調整等を行うため、都道府県がん診療連携

拠点病院に「都道府県がん診療連携協議会」を設置する。 

また、各医療機関の要請に応じて、がんの専門医を派遣するなどの診療支援を行う

とともに、研修に参加しやすい環境を整備するため、専門医等の養成研修期間中の代

診医等を確保する。 

さらに、がん診療施設情報ネットワークシステムを国立研究開発法人国立がん研究

センターのシステムと接続し、多地点テレビ会議システムによるメディカルカンファ

レンス等を行うことにより、全国の研究・診療レベルの施設間及び地域間格差の是正

を図る。 

 

ア 都道府県がん診療連携拠点病院 

(ｱ) 全国がん診療連携拠点病院連絡協議会への出席 

(ｲ) 埼玉県がん診療連携協議会の設置・運営 

(ｳ) 地域がん診療連携拠点病院等に対する医師の派遣等による診療支援 

(ｴ) 国立研究開発法人国立がん研究センターにおいて実施されるがん医療指導者養

成研修への所属職員の派遣 

(ｵ) 上記(ｴ)の研修に対する派遣の際の代診医等の雇用 

(ｶ) がん診療施設情報ネットワークシステムの運営管理 

 

イ 地域がん診療連携拠点病院 

(ｱ) 埼玉県がん診療連携協議会への出席 

(ｲ) 地域の医療機関に対する共同診療計画の作成等による支援 

(ｳ) 都道府県がん診療連携拠点病院等において実施されるがん医療従事者研修等へ

の所属職員の派遣 

(ｴ) 国立研究開発法人国立がん研究センターにおいて実施されるがん医療指導者養

成研修への所属職員の派遣 

(ｵ) 上記(ｳ)及び(ｴ)の研修に対する派遣の際の代診医等の雇用 

(ｶ) がん診療施設情報ネットワークシステムの運営管理 

(ｷ) 地域の医療機関や在宅診療所等の医療・介護従事者とがんに関する医療提供体

制や社会的支援のあり方について情報を共有し、役割分担や支援等について議論

する他施設合同会議の開催 

   

(3) がん相談支援事業 

がん患者及びその家族の不安や疑問に適切に対応するため、がん相談支援センター



において、がん患者や家族が持つ医療や療養等の課題に関して、病院を挙げて全人的

な相談支援を行う。 

 

(4) 普及啓発・情報提供事業 

がん患者及びその家族の不安や疑問に適切に対応するため、がんに関する各種情報 

の収集・提供及び小冊子やリーフレット等の作成・配布、市民向けフォーラム等の開

催を行うとともに、学校におけるがん教育に外部講師として医師を派遣する。 

 

(5) 病理医養成等事業 

病理診断などの専門医が不足している現状から、病理診断業務の軽減及び若手医師

を専門医として養成することが急務であるため、日本病理学会認定施設において、専

門病理医の養成及び病理診断業務の軽減を図るための病理診断補助員の確保などを実

施する。 

 

ア 病理専門医を養成するための病理医の雇用 

イ 病理診断業務の軽減を図るための病理診断補助員の雇用 

ウ 若手医師を対象とした病理に関心を持たせるための研修等 

 

(6) 在宅緩和ケア地域連携事業 

 がん診療連携拠点病院において都道府県と連携し、都道府県が医療計画にて定める

がんの医療圏（以下、「がんの医療圏」という。）の在宅療養支援診療所等のマップ

やリストを作成する等、患者やその家族に対し常に地域の緩和ケア提供体制について

情報提供できる体制を整備する。また、医療圏内の在宅緩和ケアを専門とする医師等

と協力し、在宅緩和ケア地域連携体制の構築を図る。 

※ がんの医療圏に複数の拠点病院がある場合は、連携して取り組むこと。 

 

(7) 緩和ケア推進事業 

苦痛を抱えた患者に対し、より迅速かつ適切な緩和ケアを提供し、診断時から切れ

目のない緩和ケア提供体制を構築するため、がん診療連携拠点病院における緩和ケア

センターを整備し、緩和ケアチームや緩和ケア外来の運営、院内のがん相談支援セン

ター及びがんの医療圏内の在宅医療機関等との連携、並びに緊急緩和ケア病床（入院

治療を要する重度の苦痛に緊急的に対応するための病床）の確保を行う。 

 

(8) がん患者の就労に関する総合支援事業 

以下のア又はイのいずれかの事業を実施すること。 

 

ア 就労に関する相談支援事業 

がん患者の多くが依願退職、解雇されるなど、治療と就労の両立に問題を抱



えていると推測されることから、がん相談支援センターへ社会保険労務士、産業

カウンセラー、キャリアコンサルタントなど就労等に関する資格を有する者を配

置するとともに、ハローワークや産業保健総合支援センター等でがん患者の就労

に携わる相談員と情報交換を行う場を設ける等、がん相談支援センターに寄せら

れる就労に関する相談に対し、適切な情報提供と相談支援を行う。 

イ 就労に関する相談支援事業及び治療と仕事の両立支援事業 

(ｱ) がん相談支援センターに、就労等に関する資格を有する者や両立支援コーデ

ィネーターの研修を受講した相談支援員を専任で配置し、がん患者に対し

て、診断時から早期にニーズを把握し、継続的に適切な情報提供や相談支援

を週５日以上行う。 

(ｲ) がん患者のおかれた事情を総合的に把握するためのツールとして、患者の治

療、生活、勤務状況等をまとめた「治療と仕事両立プラン（お役立ちノー

ト）」を活用し、主治医等、会社・産業医及び両立支援コーディネーターに

よる、トライアングル型サポート体制での両立支援を行う。 

 

４ 経費の負担等 

この実施要綱に基づき実施する事業に要する経費については、「令和５年度がん診療

連携拠点病院機能強化事業費補助金交付要綱」に基づいて、予算の範囲内で補助を行う。 

 

５ 事業の対象期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日までとする。 


